
教育の強靱化に向けて
じ ん

平成 27 年 10 月に文部科学大臣に就任して以来、約半年が経ちました。この節目
た

の時期に当たり、子供たちの未来のために、「次世代の学校」を創生し、教育の強靱
じん

化を必ず実現するとの決意を新たにしているところです。

AI（人工知能）の進化など情報化・グローバル化が急激に進展する不透明な時
代を、たくましく、しなやかに生きていく人材を育てるためには、学校教育を進化
させていくことが必要です。

以下に、今後の学校教育の充実に不可欠な「学習指導要領改訂」と「次世代の学
校・地域創生の実現」の一体的な推進のためにこの夏に向けて取り組んでいく当面
の重点事項を掲げました。
これらの重点事項につき、教職員の方々はもとより、学校教育の関係者の皆さん

に広く知っていただき、皆さんと力を合わせて、学校教育の充実にしっかりと取り
組んでまいりますので、よろしくお願いいたします。

一、 学習指導要領改訂による「社会に開かれた教育課程」の実現

〔改訂に至る背景と中央教育審議会への諮問〕
将来の変化を予測することが困難な時代を前に、子供たちには、社会の変化

に受け身で対処するのではなく、現在と未来に向けて、一人一人が自らの可能

性を最大限に発揮し、自らの人生を切り拓き、よりよい社会と幸福な人生を自
ひら

ら創り出していくことが求められています。
そのために必要な力を子供たちに確実に育むため、平成 26 年 11 月に中央教

育審議会に対して諮問がなされ、次期学習指導要領について議論が重ねられて
いるところです。

〔「論点整理」とその内容〕
教科や学校種の枠を超えて、これからの教育課程が目指す方向性を共有しな

がら改訂を進めるため、昨年８月には、中央教育審議会において「論点整理」
がとりまとめられました。
この「論点整理」においては、①学校教育を通じて育む資質・能力（知識・

技能、思考力・判断力・表現力、学びに向かう力や人間性）と各教科等を学ぶ
意義の明確化、②資質・能力を育む教育課程の実現に向けた「カリキュラム・
マネジメント」の充実、③資質・能力の育成に向けた「アクティブ・ラーニン
グ」の視点からの授業改善等について提言がなされています。

〔検討状況と今後の予定〕
現在、この「論点整理」を受け、学校段階別や教科等別の部会において議論

が進められています。教育界のみならず、経済界や大学、地域関係者など延べ
470人の英知を結集し、これまで合計 126回、約 260時間（本年５月９日現在）
に及ぶ議論を積み重ねていただいているところです。
今後は、これらの議論をもとに、全体的な取りまとめの段階に入るところで

す。今夏を目途に「審議のまとめ」を行い、年内に答申、その後、学習指導要
領の全面改訂を進めていくこととしています。
これまでのスケジュールを踏まえれば、小学校において 2020 年（平成 32 年

度）から、中学校においては 2021 年（平成 33 年度）から全面実施、高等学校
においては 2022 年（平成 34 年度）から年次進行により実施となる予定です。

平成２８年５月２６日

中 央 教 育 審 議 会

初 等 中 等 教 育 分 科 会
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〔学習指導要領改訂のポイント〕

学習指導要領改訂のポイント

○ 「ゆとり教育」か「詰め込み教育」かといった、二項対
立的な議論には戻らない。知識と思考力の双方をバ
ランスよく、確実に育むという基本を踏襲し、学習内
容の削減を行うことはしない。
高校教育については、些末な事実的知識の暗記が大学入学者選抜で問われることが課題に
なっており、そうした点を克服するため、重要用語の整理等を含めた高大接続改革等を進
める。

○ 学校教育のよさをさらに進化させることを目指し、
「学校教育を通じてどのような力を育むのか」を明確
にして育成する。

「アクティブ・ラーニング」の視点は、知識が生きて
働くものとして習得され、必要な力が身に付くことを目
指すもの。知識の量を削減せず、質の高い理解を図
るための学習過程の質的改善を行う。
①対話的・②主体的で③深い学び、の三つが「アクティブ・ラーニング」の視点。特に
「深い学び」こそが質の高い理解に不可欠。

○ こうした方向性のもと、必要な教科・科目構成等の見
直しも行う（小学校の外国語教育の教科化、高校の新
科目「公共（仮称）」等の新設など）。

急激な社会的変化の中でも、子供たちに未来の創り手となるために必要
な知識や力を育むため、以下のような方向性で学校の教育課程を充実。

本年度中に学習指導要領を改訂し、
２０２０年から順次実施。

高等学校は来年度改訂

さ



二、 「次世代の学校・地域創生」の実現

平成 28年 1月 25日に、「次世代の学校・地域」創生プランを策定しました。
このプランで掲げられている以下の事項について、引き続き、着実に取り組ん
でまいります。

〔学校の指導体制の充実〕
教員が総合的な指導を担う日本の学校の特徴を生かしつつ、日本のこれから

の時代を支える創造力をはぐくむ教育へと転換するとともに、複雑化・困難化
する課題に対応できる「次世代の学校」を構築し、教員が今まで以上に、一人
一人の子供に向き合う時間を確保し、丁寧に関わりながら、質の高い授業や個
に応じた学習指導を実現できるようにするべく、教職員定数の戦略的な充実を
通じ、学校の指導体制を充実させます。

〔教員の質の向上〕
学校教育の成否は教員に懸かっています。次期学習指導要領の実施に先駆け

て、新たな教育課題に対応できる知識・ノウハウを備えた教員の育成環境を整
えるとともに、大量退職・大量採用を背景とした年齢・経験年数の不均等によ
る若手教員への知識・技能の伝承の停滞を克服するべく、養成・採用・研修の
一体改革を着実に進めていきます。

〔チーム学校の実現〕
複雑化・多様化する学校の課題に対応するとともに、子供たちに必要な資質

・能力を育むためには、学校のマネジメントを強化し、組織として教育活動に
取り組む体制を作り上げるとともに、学校において教員が心理や福祉等の専門
家と連携・分担する体制を整備することにより、学校の機能を強化し、「チー
ム学校」を実現します。

〔「地域とともにある学校」への転換〕
地域と学校の連携・協働の下、幅広い地域住民等（多様な専門人材、高齢者、

若者、ＰＴＡ・青少年団体、企業・ＮＰＯ等）が参画し、地域全体で学び合い、
未来を担う子供たちの成長を支え合う地域をつくる活動（地域学校協働活動）
とコミュニティ・スクールを全国的に推進し、高齢者、若者等も社会的に包摂
され、活躍できる場をつくるとともに、安心して子育てできる環境を整備する
ことにより、次世代の地域創生の基盤をつくります。

平成 28年 5月 10日 文部科学大臣 馳 浩



（参考）学習指導要領改訂の背景

人工知能(AI)の進化は、習得・活用・探究を重視した我が国の学校教育
における学習過程の強みを実証しています。
AIは、人間が物事を深く理解する過程（個々の知識を関連づけて概念を理解していく学習
過程）を模した「ディープ･ラーニング」を取り入れ、飛躍的に進化。

⇒習得・活用・探究を通じた過程の中で、新たな知識を、自分が持つ経験やその他の様々
な知識と関連づけながら深く理解し、どのような時代でも通用する、生きて働く知識と
して身に付けていく、という学習過程の強みが実証。

人工知能が進化して、
人間が活躍できる職業は
なくなるのではないか。

今学校で教えていることは、
時代が変化したら

通用しなくなるのではないか。

新しい教育課程では、学校教育のよさをさらに進化させていきます。
・これからの時代に求められる知識や力とは何かを明確にし、教育目標に盛り込みます。これにより、子供が学びの
意義や成果を自覚して次の学びにつなげたり、学校と地域・家庭とが教育目標を共有して「カリキュラム・マネジ
メント」を行ったりしやすくなります。

・生きて働く知識や力を育む質の高い学習過程を実現するため、各教科における学びの特質を明確にするとともに、
授業改善の視点（「アクティブ・ラーニングの視点」）を明確にします。これにより、教科の特質に応じた深い学
びと、我が国の強みである「授業研究」を通じたさらなる授業改善を実現します。

子供たちに、情報化やグローバル化など急激な社会的変化の中でも、
未来の創り手となるために必要な知識や力を

確実に備えることのできる学校教育を実現します。

参考資料１



次期学習指導要領に向けて（解説等へのリンク）

最近よく「アクティブ・ラーニング」っていう言葉が出てるけど・・・。グループでの
話し合いはいつもやってます！何か新しい手法なの？

「カリキュラム・マネジメント」・・・？マネジメントするのは管理職でしょ。

その疑問に
お答えします！

「論点整理」では、新しい学習指導要領が目指すべき姿を示しています。「社会に開
かれた教育課程」の理念の実現へ向けて、「カリキュラム・マネジメント」の充実など、
今からでも実施できることについてはぜひ取り組んでいきましょう。

学校教育の
役割とは？

私たちが社会で活躍する２０３０年頃の
社会ってどうなっているんだろう？

○ ＡＩの進化やグローバル化など、社会の変化が加速度的となり、未来を予測することが困難な時代です。
○ 社会がどのように変化しても、多様な人々とのつながりを保ちながら自らの人生を切り拓き、新たな価値を生み出しなが
ら持続可能な社会を創造していくことが重要になります。

ひら

○ 教育課程特別部会における論点整理について（報告）

○ 次期学習指導要領改訂へ向けた解説動画
【文部科学省動画チャンネル】

論点整理 検索

学習指導要領改訂 解説動画 検索
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「次世代の学校」の創生に必要不可欠な教職員定数の戦略的充実「次世代の学校」の創生に必要不可欠な教職員定数の戦略的充実

「次世代の学校・地域」創生プラン（馳プラン）
～中教審３答申の実現に向けて～

子供

スクール
カウンセラー

スクール
ソーシャル
ワーカー

地域連携の
中核を担う
教職員

教員を
バックアップする
多様なスタッフ

・・・・・・

学校の組織運営改革
（⇒チーム学校）

教員

校長

子供へのカウンセリング等に
基づくアドバイス
校内研修の実施 等

子供たちが自立して活躍する「一億総活躍社会」「地方創生」の実現

地域学校協働本部

授業等の学習指導
生活指導・保護者対応 等

保護者・地域住民・企業・ＮＰＯ等

連携・協働

教員改革
（⇒資質向上）

ベテラン段階

養成・採用・研修を通じた
不断の資質向上

中堅段階

１～数年目

採用段階

養成段階

教員育成指標

現職研修改革

採用段階の改革

養成段階の改革

・管理職研修の充実
・マネジメント力強化

・ミドルリーダー育成
・免許更新講習の充実

・チーム研修等の実施
・英語・ICT等の課題へ対応

・採用試験の共同作成
・特別免許状の活用

・インターンシップの導入
学校現場や教職を早期に体験

・教職課程の質向上

答申③←教育再生実行会議第７次提言

「地域学校協働活動」の推進
・郷土学習 ・地域行事 ・学びによるまちづくり
・放課後子供教室 ・家庭教育支援活動 等

保護者

子供への個別カウンセリング
いじめ被害者の心のケア 等

困窮家庭への福祉機関の紹介
保護者の就労支援に係る助言 等

←都道府県が策定

←国が大綱的に提示育成指標策定指針

答申②←教育再生実行会議第７次提言 答申①←教育再生実行会議第６次提言

コミュニティ・スクール

地域からの学校改革・地域創生
（⇒地域と学校の連携・協働）

要・法改正：免許法、教員センター法、教特法 要・法改正：学校教育法、地方教育行政法

要・法改正：地方教育行政法

要・法改正：社会教育法

校長の

リーダーシップの下
学校を運営

・学校運営の基本方針
・学校運営や教育活動 等

事務職員

予算の執行管理、情報管理等により
校長のマネジメントを支える

※共同実施により学校の事務を効率化

地域の人々が学校と連携・協働して、
子供の成長を支え、地域を創生

地域コーディネーター

学校運営
協議会

・校長のリーダーシップを応援
・地域のニーズに応える学校づくり
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